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論・ 文
所得と物価のモデル分析
堀 江 義
.1. はじめに
マクロ的に考えて，物価の水準と変動を決める要因は何であろうか。これは
非常に興味のあるテーマの一つに違いないが，さてこれをどのような方法で取
り上げるか，となると必ずしも明確ではない。
理論的には，どんな仮定を置くかによってかなり異なった結論も導出しうる
が，考えられる種々の理論の中で，・貨幣供給と物価との関係を最も重視する立
場は際だっているかに見える。
本論は，特殊に新しい理論の提起を目指したものではなく，むしろ従来の理
論の枠内でどれだけ物価の動きを説明しうるかを，実際のデータと照らし合わ
せることによって確かめようとするものである。その場合，たとえば貨幣供給
量と物価のみを直接に関連せしめる単一方程式の方法は意味がない。経済が相
互関連性のもとに動くものと考える限りは，全体としての動きの中で物価の動
きはどうなるかを捉える方法を用いることが必要となる。本論のクイトルに
「モデル分析」という用語を入れたのはそのためである。
とはいいながら， いわゆる大型計量モデルを目指したものでもない。むし
ろ，できるだけ小さなモデルを作ることに気を配った。そのために，通常は表
面に現れる消費関数や投資関数も背後に押しやられている。モデル操作の簡単
化を図ったためである。それにもかかわらず，統計学的には一応満足のいく結
果を引き出すことができたと考えられる。
えられた結果からすると，財政政策・金融政策は物価や産出量，雇用などに
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対して有効に働いている。それが表面上は無効であるかに見える場合において
も，そこから直ちに「無効」と断定することはできない。背後においては有効
である場合もありうる。これを明らかにするためには労働人口の動きも見なけ
ればならない。これがわれわれのモデルの示すところである。
2. 主な記号
本題に入る前に，本論においてしばしば用いられる主な記号について，あら
かじめここに説明しておく方が便利であろう。
一般に，ある変数の T期における値を X とするとき， T-1期の値を Xー 1
で表わす。このとき， T期における Xの変化率を X とすれば，
X=(X-X-1)/X-1 
である。また， Xの自然対数を X で表わす。すなわち， x=ln(X)である。
さらに， Ax=x-xー1=ln(X/)L1)とする。
そのほか，しばしば用いられる変数の記号とその意味を下にまとめておく。
なお，そこにおいて〔 〕内の記号はデータの出所を示す文献を示す。また本
論におけるデータはすべて年次データであり，特に記さないかぎり期間は1966
年度から1985年度までである。
T.: 期間（年度， 1966年度を 1とする）
w: 貸金率（円／人・月，〔LST〕：常用労働者平均現金給与総額）
ただし，サーヴィス産業を除く。事業所規模30人以上。
L: 就業者数（万人，〔LST〕）
N: 労働力人口（万人，〔LST〕）
u: 失業率=L/N(%) 
Y: 実質GNP(lo億円， 1980年価格〔YOR〕）
P:GNPデフレーター (1980年=100,〔YOR〕）
G: 実質政府支出 (10億円， 1980年価格〔YORJ)
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M: 名目貨幣供給潟+CD,10億円，〔YOR〕）
K: 民間企業資本ストック (10億円， 1980年価格， (NEEDS〕）
注：政府支出のデータについては，名目値(XlOO)/Pとして計算した。
データの出所：
〔LST〕 総務庁統計局監修『日本長期統計総覧』日本統計協会， 1988。
〔YOR〕 経済企画庁調査局編『経済要覧』各年。
〔NEEDS〕 日本経済新聞社データバンク。
3. 生産の技術
マクロ的に見れば， Yは技術的に労働就業者数と資本ストックとに関連づけ
られるはずであるから，
(1) Y = /1CK-1, L, T) 
とされる。ここに/1は関数記号を表す Tが含まれているのは技術進歩を考慮
したためである。上の関数を特定化していくつかの推定を試みよう。推定法は
すべて単純最小二乗法である。まず，
y=a。+a1k-1+a2l十asT+e
ここに， a;(j=O,1, 2, 3)は定数， C は誤差項。
とするならば，
(El) y=-32.805+0.659知 +4.355 l-O. 047 T 
(4. 39) (5. 95) (4. 03) (3. 57) 
R=0.996, RR=0.992, RF=0.990, SE=0.029, DW=l.407, S2=20 
という推定結果がえられる。ただし，上式において
R=重相関係数， RR=決定係数， RF=自由度修正済決定係数，
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SE=標準誤差， DW=ダービン・ワトソン比，
SZ=サンプル・サイズ，（ ）内の数値は t値の絶対値，
である。以下においても推定結果については同様の表示をする。
上の(1)式は，前期の資本ストックが当期の産出量に影響を与えるという考え
に基づいたものであるが，もし当期の資本ストックがyに影響を及ぼすと考え
れば，
(E2) y=-21.807+0.697 k+2.998/-0.036T 
(3.19) (10. 85) (3. 82) (3. 64) 
R=0.998, RR=0.995, RF=0.994, SE=0.024, DW=l.345 
がえられる。 DWの値を除いて (El)より (E2)の方がやや良好な結果とな
っていることが読み取れる。
ここで，後の計算の便利さというだけの理由から， Tの項を除いた推定を行
うことにしよう。
(E3) y = -4. 036 +O. 452 k-1 + 1.240 l 
(0. 389) (6. 787)・(1. 901) 
R=O. 993, RR=O. 986, RF=O. 985, SE=O. 038, DW=O. 515 
がそれである。この結果はあまり良好とは言えず，特に定数項の t値が悪い。
それ故，やや技功的ではあるが，
y-t=a。・十a1(k-1-t) +e 
の形で推定を行うなら，コブ・ダグラス型の生産関数になることはよく知られ
ている。この結果を次に示す。
(E4) y-l=l. 614+0. 530(和ーl)
(22.27)(27.94) 
R=O. 989, RR=O. 977, RF=O. 976, SE=O. 039, DW =0. 506 
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さらに， k-1の代わりに Kとした式も考えられるが，推定はこぐらいにして
おこう。（注釈：上式においても Tの項を加えることが考えられるが，結果はかえって
悪くなる。）
厳密を期すならば，上の結果には留保条件が必要である。生産関数は，資本
のフル操業を前提とするものでるが，上の推定にはそれが考慮されていない。
操業率を示すデータが1969年以前においてはえられなかったためである。同様
に，労働時間も考應されていない。また，経済全体の資本ストックではなく，―
民間企業のそれであることも留意しておく必要がある。さらに， 1964年以前に
なると Yのデータは旧 SNAに依らざるをえないので，今回は推定期間から
除いた。
4. フィリップス曲線
フィリップス曲線 (Phillips(1゜〕， 1958)に関しては， すでに約30年にわたる
研究成果の蓄積があるが， これを手短に要約すれば， 貨幣賃金率 CW),失業
率 (U),生計費指数 (P)の間に
(2) W=f2(U, P) 
の関係を認めるものである。ここに/2は関数記号である。また通常， Pとし
ては消費者物価指数が選ばれる。 さらに， Lipsey (〔釘， 1960)のように上の独
立変数に Uの変化率を加える方法もある。
ところで，失業率 Uは， U=l-L/Nと定義されるから， faを関数記号と
して(2)式を次のように書き換えてもよい。
(3) W/Wー1=fa(L/N, P/P-1) 
本論におけるわれわれの目的は，フィリップス曲線のより正確な推定を行う
ことにあるのではなく，むしろ(2)の形式を大筋で認めた上で，この式のインプ
リケーションを考えることにある。それゆえ，ここでは後の分析との関連で必
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要な推定式を示すに留めよう。まず， (3)の一つの特定化として，たとえば
ln(W/W-1) =a。+ailn(L/N)+a2ln(P/Pーi)+c
あるいは同じことであるが
w-w-1=a。十の(l-n)+a2(P-P-1) +. 
を推定してみよう。その結果，
(E5) w-w-1 =0.141 +4. 615(/-n) +o. 878CP-P-1) 
(8. 31) (6. 46) (8. 85) 
R=0.971, RR=0.943, RF=0.936, SE=0.014, DW=l.482 
がえられる。もう少しスタンダードなフィリップス曲線としては，
(E6) W = -3. 227 + 14. 232/U + 1.006P 
(2.74) (6.83) (11.44) 
R=0.975, RR=0.950, RF~0.944, SE=l.521, DW=l.673 
の型がよく知られている。上式の Pは GNPデフレークーであるが，代わり
に消費者物価指数を用いても同様な結果がえられる。
ここでやや寄り道になるが， (E6)を少し変形した型のものとして
(E7) w=3. 376-0. 231 u+2. 015P 
(10.82) (2.21) (23.67) 
R=0.997, RR=0.995, RF=0.994, SE=0.054, DW=0.818 
も採用しうるだろう。これによれば，
w+1=c0+1)一0.231ゆ+1)-2.015
がえられるから，賃金変化率は失業率のレベルにではなく変化率によって影響
を受ける，という主張もありうる。実は， (3)を変形すれば
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＾＾  ＾(4) W=f4(U, U, P) 
のような関数になるから，われわれはすでに (E5)において 0を考慮してい
たわけである。
5. 供給サイド
前節におけるフィリップス曲線は賃金決定式であるが，供給側が決定すぺき
はこれのみではない。価格と供給量（ここでは生産量でもある）との関係，すなわ
ち，供給関数が導かれねばならない。
一般的に言えば，この場合，市場が完全競争的であるか不完全競争的である
かによって供給関数の形状は異なるだろう。しかし，いずれにせよ費用が価格
形成の基礎になっていることに変わりはない。われわれは，費用のうちでも特
に賃金費用を重視するが，これについては多くの説明を要しないだろう。さら
に，減価償却費をも考慮に入れて，まず
(5) P=fs(W, L, Y, Kー1)
と見なし，推定のために上の関数を次のように特定化する。
P=ao+a1w+叫+a3.Y+a4k-1+e 
この推定結果は (E8)に示されているが， のの推定値の符号の問題が生じ
るのが欠点である。
(E8) P= -9. 662-0. 842y+O. 772w+l. 464/-0.157 k-1 
(7. 57) (6. 74) (23. 73) (8. 02) (2.10) 
R=O. 9998, RR=O. 9995, RF=O. 9994, SE=O. 0092, DW=2. 204 
いっそのこと k-1の項を除いてはどうか。そうしてえられたものが (E9)で
ある。（注釈：この場合，上の式において変数k-1のみ除いて推定すれば良い結果がえら
れそうであるが，実際はかえって悪くなる。）この式はフル・コスト原理に近い。 D
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W の値が小さい点を除けば極めて信頼度の高い結果である。
(E9) p=-2. 603+0. 722w-0. 472(y-l) 
(32. 49) (30.13) (7. 47) 
R=O. 999, RR=O. 999, RF=O. 998, SE=O. 015, DE=O. 632 
6. 供給関数
以上を準備として供給関数を求めよう。前節までの結果のうちから， (E4),
(E5), (E9)を選び出して，改めて
(6) y=a。+ail+a2k
(7) w=b。+bil+b少+z
(8) P=co王c1w+c2(l-y)
ただし， a。=1. 614, a1 =O. 470, a2 =O. 530, 
b。=0.141,b1 =4. 615, b2=0. 878, 
co= -2. 603, C1 =O. 722, c2=0. 472, 
z=w-1-4. 615n-O. 878Pー1
とおく。ただし， これ以後の Kは前年度の値を意味する。 これらの式から P
とyとの関係を求めれば，
ap=(:J+ry+ok+c1z 
がえられる。ここに
a=l-cibぁ {i=co+cib。―a。(c1b1+c2) I a1,r = Cc1b1 +c2) I a-1 -c2, 
8=-az(cふ+c2)a1
である。 この曲線が「右上がり」の傾きを持っためには ar>Oでなければな
らないが，いま具体的な数値を当てはめてみれば，
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a=O. 366, {J=ー 15.564,r~7.622, o=-4.290 
となるから，われわれの供給曲線の式は
UO) P= -42. 525+20. 825y~ll. 721 k+l. 973 z 
として求められ，期待どうり「右上がり」の曲線となっている。
7. 需要サイド
かつて，物価（あるいは賃金率）と雇用との間には「トレード・オフ」があるこ
とが盛んに主張された時期があった。その主張の根拠とされたものがフィリッ
プス曲線であった。しかるに，われわれはまだ財の購入者の行動については何
も言及していない。そうである以上は，この段階においては物価の動きについ
ては説明できない。ましてや物価と雇用とに関して何等かの主張をするのは理
論の筋道としては飛躍がある，というのがわれわれの立場である。
通常，マクロの分析においては，労働市場，貨幣市場および商品市場の 3個
の市場が考えられるが，それらのうちですでに説明の済んでいるのは労働市場
のみである。本節においては貨幣および商品市場の取扱いについて述べよう。
これらの市場に関しては，いわゆる IS-LM分析が想定されている。まず貨
幣市場においては貨幣の需要と供給とから利子率が決定される。ここで貨幣供
給は M とされている。同時に，商品市場においては財の需要と供給とから実
質 GNPが決定される。これら二つの市場の均衡条件から
(10) Y=/5(E', G, M) 
のような関数がえられるであろう。これは「総需要関数」と呼ばれているもの
である。
これに基づいて前節までと同様の推定を行えば，
(ElO) y=4. 912-0. 603 p+o. 533 g+O. 398 m 
(5. 90) (5. 41) (2. 47) (4. 05) 
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R=0.997, RR=0.994, RF=0.993, SE=0.028, DW=0.958, 
S2=22(1966-87) 
がえられる。
いくつかの注釈を付けよう。まず第 1に， Gおよび M は外生変数と見なさ
れているが，外生変数には政府の租税収入も考えられてもよい。それをしなか
ったのは計算の単純化のためにすぎない。第2に，貿易に関してはどう取り扱
うか，という問題がある。固定為替レートの下では輸出も外生変数としてもよ
いだろう。しかし，当該期間においては変動相場制の時期がほとんどである。
したがって，輸出は外生変数とはされなかった。そうなると為替レートが表面
に出てきてもよさそうである。そうしなかったのは，たとえば貿易収支の均衡
条件が背景にあって，その条件式から為替が決定されていると， （モデルの上で
は）暗黙のうちに見なされているからである。ただ，これも現実の貿易収支の
デークとは合致しない。あくまでもモデルを単純化するための仮定である。
最後に，もう一つ問題となるのは，上の式においては期間を 1966-87として
いることであろう。この式においてのみ期間を変えるのはおかしい。実は，他
の式と同期間について推定したところ， (Ell)のような結果がえられた。しか
るに，同式におけるgの係数は， t値の絶対値から見て信頼し難い。 モデル
分析にこだわる立場上， やむをえず期間を引き延ばした (Ell)を代用するこ
とにするが，いずれ適当なデータがえられた段階においてモデルの改善を図る
予定である。
(Ell) y=5.118-0. 633P+0.453g+0.458 m 
(5. 60) (5. 18) (1. 81) (3. 53) 
R=0.996, RR=0.992, RF=0.991, SE=0.029, DW=0.967 
8. モデル分析
ここに至っ・てわれわれは一応整合的なモデルに到達したと言えよう。いま必
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要な式は(9)と (ElO)とである。 これらの連立方程式から誘導形の式を求める
なら，
Un P=4. 408+0. 819 g+O. 611 m-0. 865 k+0.145 z 
U2l y=2. 254+0. 039 g+O. 029 m+O. 521 k-0. 088 z 
がえられる。外生変数は G,M, N, 先決変数は W-1,P-1, Kー1と考えられて
いる。 ・
ここで弾力性の定義をする。変数 Aおよび Bがあるとして， A の Bに
対する弾力性を E(A,B)で表わす。このとき，
E(A, B)= (JA/A) (JB/B) 
と定義される。この記号を用いて上のun,U2lからいくつかの弾力性を示せば，
E(P, G) =O. 819, E(P, M) =O. 611 
E(Y, G) =O. 039, E(Y, M) =O. 029 
となることは容易にわかるだろう。
このようにしてわれわれの小さなモデルもそれなりに情報をもたらしてくれ
る。それらのうちから関心のあるものをいくつか引き出してみよう。
① 金融政策としての貨幣供給の増加は物価と産出量との両方に影響を与え
る6
R 同様に，政府支出を通じての財政政策も物価と産出量とに影響を与える。
③ 弾力性で比較すれば，金融政策より財政政策の方が Pおよび Yへの効
果は大きい。
④ 資本ストックの増加，すなわち投資は物価の安定と生産の増加に貢献して
いる。
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9. 賃金と雇用
われわれのモデルを構成している式は， (E4),(E5), (E9)および (ElO)で
あるから，内生変数としては P,yの他に Lと W も含まれている。 したが
って， lと W についても解くことが出来る。その結果，
U3) l =1. 361 +O. 084 g+O. 062 m-0. 019 k-0.187 z 
U4) w=lO. 294+1.105g+O. 825 m-0. 844 k+O. 264 z 
がえられる。今度はこれらの式を基にして，このモデルが持つ雇用と賃金に関
するインプリケーションを考えてみよう。
まず， (13)式から次のような結論が引き出せる。
⑥ 奇妙なことに，資本ストックの増加は雇用にはプラスの効果を与えなかっ
た。ただし，われわれのデータが民間企業に関するストックであることを考
えれば，断定は避けた方がよさそうである。もう一つ考えられる理由として
は，この期間の投資はいわゆる「省エネ」あるいは「省力」投資であったと
いうことである。これが雇用促進には貢献しなかったということかもしれな
い。
⑥ 逆に，労働人口の増加は雇用の増加につながっている。これを知るために
はU3)における zの項を分解してみればよい。
-0.187 z= -0.187 W-1 +o. 863 n+ 0.164P-1 
であるから， Nの増加は Lを上昇させることがわかる。
⑦ しかし，失業率に関してはまだ何もわからない。そこで，
ln(l-U)=l-n 
を利用して(13)を書き換えれば，
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ln(l-U) =・・・+O. 083 g+O. 062 m-0. 019 k-0.187 n+・・ 
がえられる。政府支出の増加および貨幣供給の増加は失業率の減少に，
て労働人口の増加は失業率の増加に貢献している。
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そし
同様の方法で，閥式から賃金に対する g,m, kなどの効果を知ることが出来
るが，説明は省略する。最後に，経済の全体との関連の下でフィリップス曲線
の含意を考えてみよう。
10. フィリフ゜ッス曲線のシフト
まず， (E5)式を変形すれば，次式がえられる。
(15) ＾ ＾ W=a(L/ N)4,s1scp+ l)o,818 
ただし， a=e゜,141 
この式から aw/aL>o,a2w;aび>o
って aw;au<o,a2w;aび>Oが成立する。これはわれわれのU5)式が第1図の
は明かであるから， U=l-L/Nによ
＾ 
[II] 
[II] 
J?. 
。 ?
[NJ 
第1図
．?
?
?
??????
?
??????
．???????????????
，????
．?
'[ I] 
フイリップス曲線
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曲線のように通常フィリップス曲線と全く同じ様な形状をしていることを示す
ものである。これを短期フィリップス曲線と呼ぶなら，それは物価の変化率を
一定としたときの Uと W との関係を表わしたものである。
ところで， U5)はただ一本の曲線ではなく，，Pの値の何如によってシフトする
ような何本もの曲線群であるが，図においては P=Oの場合が描かれている。
そして横軸上の切片 u。=3.01彩は， 1=a(1-U)4,stsの解である。
さて，すでに前年の資本ストック，賃金率および物価は与えられている。そ
うすると，今年の労働人口は経済外的要因によって決まるとして，政府支出お
よび貨幣供給が決まれば今年の物価等は決定する。それらの値は昨年に比べて
どう変化するか。この問題を特に賃金率と雇用とに関連して考えてみよう。
まずU3)およびU4lから
U6) Jl=O. 084 tlg+O. 062.dm-0. 019 Jk+O. 863 tln-0. 187 h 
U7) Jw=l.105 Jg+O. 825 .dm-0. 844 Jk-1. 218 .dn+O. 264 h 
ただし， h~tlw-1-0.878t1pー1
がえられる。いま簡単に，前年の物価および貨幣賃金率の上昇率は 0であった
とすれば， h=Oである。 このとき， 経済は第 1図の U。点にある。ここで財
政・金融による拡張政策として， Gおよび M が共に 100A彩上昇したとすれ
ば， ln(1+A)=.lとおいて， U6)およびU7lから
U8) Jl-Jn=0.146 .l-0. 019 tlk-0.137 tin 
U9) 』w-tlw-1=1. 930 .l-0. 844 tlk-1. 218 Jn 
をうる。ところで，賃金率が上昇するためにはU9)の右辺の値がプラスであれば
よいし，失業率が減少するための条件はUS)の右辺の値がプラスになることであ
る。
このように考えれば，失業率および賃金率の変動に関して4つの場合が生じ
うることがわかる。これを表わしたものが第2図である。同図において，領域
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Lin 
＾ W=O [IJ 
[il] 
。
0.94ti 
Llk-
第2図
(I〕は「失業率の＇上昇；賃金率の減少」が生じる範囲をを示している。同様に
して，領域〔Il〕は「失業率の上昇；賃金率の上昇」，領域〔1Il〕は「失業率の減
少；賃金率の上昇」，領域〔IV〕は「失業率の減少；賃金率の減少」が生じる範
囲である。 ' 
これはまた第 1図の各矢印の向きと対応する。たとえば， Aの値に比べてAk
および Anの値が非常に小さい（ただし，プラスの値とする）ときは，経済は第2
図の領域〔1Il〕に入り，その結果，失業率および賃金上昇率は第1図の「左上向
き」の矢印の方角に動く。他の場合も意味は同様である。
こうして，当初は第 1図の Uo点にあった経済は次期には他の点に移動す
る。その点の軌跡を求めるならば，長期フィリップス曲線がえられる。代数的
に長期フィリップス曲線を求めるためにはUl式からえられる PをU5lに代入す
ればよい。
なお，図を描くに当たっての便宜上， G とM との上昇率を同じとしたが，
両者が異なっでいる場合も同様な図が描けることは容易にわかるだろう。それ
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よりむしろ重要な問題は，このモデルはKを外生変数にしていることである。
先に触れたように，われわれはまだ日本経済全体としての資本ストックのデー
タを入手していない。そのため当面の便法としてkを外生化したわけである。
ただ， Kを内生化するかどうかに関わらず，はっきり言えることが一つある。
すなわち，投資が大きければ大きいほど (Llkが大きいほど）領域〔Il〕の可能性は
小さくなるということである。これは「スタッグフレイーション」の原因に関
して示唆を与えるものである。
かくして，われわれのモデルの枠内においてではあるが，次のような結論を
引き出すことができるだろう。
財政・金融政策それ自体は有効である。しかし，そのことはフィリップス曲
線のシフトに関することであって，この曲線の形状と直接に対応することを意
味しない。
なお，われわれのモデルにおいて長期フィリップス曲線が垂寵になるケース
が生じるのは， Linおよび Llkの値が第 2図における 0=0の直線上にある場
合であることも明かである。
付記：本研究に対しては関西大学学部共同研究費が与えられた。記して謝意
を表します。また，本論における計算に当たっては〔Lotus1-2-3〕を用いた。
この利用法については関西大学経済学部の多くの同僚にお世話をいただいた
が，特に一圏光蒲，大塚忠，佐藤真人，吉田達雄の各教授には懇切なご指導を
いただいた。感謝を申し上げます。
〔参考文献〕
〔1J Anyadike-Danes, M. and W. Godly (1989), Real Wages and Employment: 
A Sceptical View of Some Recent Empirical Work, Manchester School of 
Economics and Social Studies, Vol. 57, No. 2, June, 1989. 
〔2〕 De La Grandville, 0. (1986), Dynamics and Stability in IS-LM Models: 
A Re-examination, Journal of Macroeconomics, Vol. 8, No. 2, Spring, 1986. 
114 
所得と物価のモデル分析（堀江） 781 
〔3〕 Hicks, J. R (1937), Mr. Keynes and the'Classics', Econometrica, Vol. 5, 
Apr., 1937. 
〔4〕 Isaac, A. G. (1986), Reversing the Phillips'Curve: A Microfoundation, 
Journal of Macroeconomics, Vol. 8, No. 1, Winter, 1986. 
〔5〕 Kuh, E. (1966), Unemployment, Production Functions, and Effective 
Demand, Journal of Political Economy, Vol. 74, No. 3, June, 1966. 
(6〕 Lipsey, R. G. (1960), The Relation between Unemployment and the Rate 
of Change of Money Wage Rates in the United Kingdom. 1862-1957: A 
Further Analysis, Economica, Vol. 27, No. 105, Feb., 1960. 
(7〕 Malinvand, E. (1970), Statistical Methods of Econometrics (2nd. revised 
edition), translated by A. Silvey, North-Holland, 1970. 
(8〕 森口親司 (1988)『日本経済論」創文社， 1988.
(9〕 Naish, H. F. (1988), Imperfect Competition, Price Adjustment Costs, and 
the Long-Run Phillips Curve, Journal of Macroeconomics, Vol. 10, No. 1, 
Winter 1988. 
〔1〇〕 Phillips, A. W. (1958), The Relation Between Unemployment and the Rate 
of Change of Money Wage Rates in the United Kingdom, 1861-1957, 
Economica, Vol. 25, No. 100, Nov., 1958. 
〔11) Sachs, J. (1980), The Changing Cyclical Behavior of Wages and Prices: 
1890-1976, American Economic Review, Vol. 70, No. 1, Mar., 1980. 
(12〕 新保生二 (1988)『生きた日本経済入門」日本経済新聞社， 1988.
〔認〕 Solow, R. M. (1980), On Theories of Unemployment, American Economic 
Review, Vol. 70, No. 1, Mar., 1980. 
〔U〕 Tatemoto, M., T. Uchida and T. Watanabe (1967), A Stabilization Model 
for the Postwar Janpanese Economy: 1954-62, International Economic 
Review, Vol. 8, No. 1, Feb., 1967. 
〔1釘 Watanabe,T. (1966), Price Changes and The Rate of Change of Money 
Wage Earnings in Japan, 1955-1962, Quarterly Journal of Economics, 
Vol. 80, No. 1, Feb., 1966. 
〔16〕渡部経彦 (1966)「賃金：物価の関係とその政策的意味」（熊谷尚夫・渡部経彦編
「日本の物価」日本経済新聞社， 1966).
115 
